
Ⅰ　交通バリアフリー基本構想について

１．基本構想策定の背景と目的　■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
我が国では、諸外国に例をみないほど急速な高齢化が進行しており、平成2 7年（2 0 1 5

年）には国民の４人に１人が6 5歳以上となる本格的な高齢社会を迎えようとしています。

また、近年、ノーマライゼーション※１やユニバーサルデザイン※２といった考え方が浸

透し、すべての人が自立した日常生活や社会参加を行うことができる環境の整備が急務

となっています。

このような社会背景の中、高齢者や身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の利

便性及び安全性の向上を図るため、平成1 2 年（2 0 0 0 年）1 1 月に「高齢者、身体障害

者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律（通称：交通バリアフ

リー法）」が施行されました。この法律では、一定規模（１日あたりの利用者数が

5 ,0 0 0 人以上）の鉄道駅などの旅客施設を中心とした地区について、旅客施設や周辺

の道路、駅前広場、信号機などのバリアフリー※３化を重点的かつ一体的に推進するため、

市町村が基本構想を作成することができるようになっています。

三原市では、近年、高齢化率※４が急激に上昇しており、平成1 2 年（2 0 0 0 年）の国

勢調査によると、2 2 .3％（全国平均1 7 .3％）と高く、超高齢社会を迎えてバリアフリー

化への対応が急務となっています。

三原市内には、４つの鉄道駅と５つの港湾旅客施設が立地しており、このうち交通バ

リアフリー法の対象となる旅客施設はＪＲ三原駅（１日あたり利用者数1 4 ,8 7 4 人）が

該当します。当駅はＪＲ山陽本線と呉線の乗換え駅であるとともに、ＪＲ山陽新幹線の

停車駅でもあり、本市のみならず、周辺の各都市を含めた広域的な交通拠点としての役

割を担っており、早急なバリアフリー化が必要です。

本基本構想は、上記の背景を踏まえ、市民、事業者※５、行政の連携のもと、ＪＲ三

原駅及びその周辺地区において、本市の玄関口としてふさわしいバリアフリーのまちづ

くりを行うために策定したものです。また、本基本構想の目標や施策の基本的な考え方

は、市全域においても適用させることとします。

※１　ノーマライゼーション

障害をもつ人も、もたない人も、社会の一員として、お互いに尊重し支え合いながら、地域の

中でともに生活できる社会を実現する考え方。

※２　ユニバーサルデザイン

年齢や性別、身体的能力など人々の様々な特性や違いを超えて、すべての人が利用しやすいま

ちづくりやものづくり、しくみづくりを行う考え方。

※３　バリアフリー

高齢者や障害者の方が生活するうえで行動の妨げとなる障壁（バリア）を除去すること。

※４　高齢化率

総人口に占める6 5歳以上の人口比率のこと。

※５　事業者

基本構想に沿って事業計画を作成し、バリアフリー化の事業を実施する公共交通事業者や道路

管理者、公安委員会など。
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・駅等の旅客施設及びその周辺の地区を重点的に整備すべき地区として指定
・旅客施設、道路、駅前広場等について、移動円滑化のための事業に関する基本的事項　　　　　　　　等

 基　本　構　想　（　市　町　村　）

・公共交通事業者が基
本構想に沿って事業
計画を作成し、事業
を実施

公共交通特定事業

・道路管理者が基本構
想に沿って事業計画
を作成し、事業を実
施

道路特定事業

・都道府県公安委員会
が基本構想に沿って
事業計画を作成し、
事業を実施 

交通安全特定事業 その他の事業

・駅前広場、道路等一般交
通の用に供する施設につ
いて必要な措置

・駐車場、公園等の整備等

・運輸施設整備事業団による補助金の交付
・地方公共団体が助成を行う場合の地方債の特例
・固定資産税等課税の特例

支　　援　　措　　置

重点整備地区におけるバリアフリー化の重点的・一体的な推進

基　本　方　針　（　主　務　大　臣　）

・移動円滑化の意義及び目標
・移動円滑化のために公共交通事業者が講ずべき措置に関する基本的事項
・市町村が作成する基本構想の指針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

新設の旅客施設、車両についての公共交通事業者の義務

既設の旅客施設、車両についての公共交通事業者の努力義務 

公共交通事業者が講ずべき措置

（旅客施設を新設する際の基準適合義務）
・エレベーター等の設置
・視覚障害者誘導用ブロックの敷設
・トイレを設置する場合の身体障害者用トイレの設置

等

（車両を導入する際の基準適合義務）
・視覚・聴覚情報提供装置の設置
・鉄道車両の車いすスペースの確保
・低床バスの導入
・航空機座席の可動式肘掛けの装着　　　　　　等

２．交通バリアフリー法の概要　■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
(1 ) 法律の趣旨

交通バリアフリー法は、高齢者や身体障害者の方をはじめ妊産婦やけが人の方等、

身体機能面で日常生活や社会生活に影響を受ける人の公共交通機関を利用した移動の

利便性及び安全性の向上を促進するために、大きく次の２点が定められています。

①　新設する鉄道駅やバスターミナル、旅客船ターミナル等の旅客施設、及び鉄道車

両やバス、旅客船等について、公共交通事業者によるバリアフリー化を推進する。

②　鉄道駅等の旅客施設を中心とした一定の地区において、市町村が作成する基本構

想に基づき、旅客施設、周辺の道路、駅前広場等のバリアフリー化を重点的・一体

的に推進する。

(2 ) 法律の基本的な仕組み

（注）市町村が基本構想を作成することができる「特定旅客施設」は、次のいずれかの条件をみたす旅客施設です。
①　１日の利用者数が5 ,0 0 0 人以上の旅客施設
②　当該市町村の高齢化率等の地域の実情からみて、高齢者、身体障害者の利用者数が①の旅客施設と同程度と

認められる旅客施設
③　その他、徒歩圏内に当該旅客施設を利用する相当数の高齢者、身体障害者が利用する施設が存在し、当該旅

客施設の利用状況から、移動円滑化事業を優先的に実施する必要が特に高いと認められる施設

2



３．三原市における基本構想の位置づけ　■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
本基本構想は、交通バリアフリー法に基づき策定するものですが、バリアフリーの考

え方を全ての市民に理解してもらい、その協力のもとで実施していく考えから、三原市

内で生活するすべての方を対象にバリアフリーの目標及び施策を検討します。そして、

第４次三原市長期総合計画の基本理念や将来像、また関連する各推進計画との整合を図

りながら、具体的な施策を明らかにします。

【　基本構想の位置づけ　】

４．基本構想の期間　■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■
基本構想の目標年次は、平成2 2年（2 0 1 0 年）とします。
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交通バリアフリー法

平成1 2年（2 0 0 0 年）1 1 月1 5 日施行

第４次三原市長期総合計画

目標年次：平成2 2年（2 0 1 0 年）
～ 瀬戸内海に臨む「快適な暮らし」都市・みはら ～

○　生活のまち／快適に暮らせる都市
○　産業のまち／豊かに暮らせる都市
○　福祉のまち／安心して暮らせる都市
○　教育のまち／いきいきと暮らせる都市
○　交流のまち／便利に暮らせる都市

三 原 市 交 通 バ リ ア フ リ ー

基　　　本　　　構　　　想

目標年次：平成2 2年（2 0 1 0 年）
・基本構想の目標と整備方針
・ＪＲ三原駅及びその周辺の地区を重
点的に整備すべき地区として指定
・移動円滑化のための方針や具体的な
施策の位置づけ

三 原 市
高 齢 者
保 健 福 祉
計 画

障 害 者 に 関
す る 第 ２ 次
三 原 市 長 期
行 動 計 画

三 原 市
中 心 市 街 地
活 性 化
基 本 計 画

交通施設のバリアフリー化

・公共交通特定事業
・道路特定事業
・交通安全特定事業
・その他の事業

建築物のバリアフリー化

・ハートビル法の適用
・広島県福祉のまちづくり条例
の適用

ソフト施策の展開

・“こころ”のバリアフリーの
推進 

バ　リ　ア　フ　リ　ー　へ　の　取　り　組　み


